
貸　借　対　照　表
（2026年3月31日現在）

（単位:千円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（資産の部） （負債の部）

流動資産 2,813,833 流動負債 1,294,896

現金及び預金 1,064,027 買掛金 317,649

売掛金 1,386,318 未払金 563,179

契約資産 24,311 未払法人税等 72,575

前渡金 6,156 未払消費税 111,140

前払費用 113,562 未払費用 24,891

未収入金 6,451 預り金 10,909

短期貸付金 200,000 賞与引当金 176,954

その他流動資産 13,004 契約負債 17,585

固定資産 339,649 その他 10

有形固定資産 9,897 固定負債 69

建物附属設備 949 退職給付引当金 69

工具、器具及び備品 8,948 負債合計 1,294,965

無形固定資産 203,678 （純資産の部）

ソフトウェア 193,572 株主資本 1,858,517

ソフトウェア仮勘定 10,106 資本金 90,000

投資その他の資産 126,073 資本剰余金 665,602

繰延税金資産 112,219 その他資本剰余金 665,602

⾧期前払費用 13,854 利益剰余金 1,102,915

利益準備金 22,500

繰越利益剰余金 1,080,415

(うち当期純利益) (612,359)

純資産合計 1,858,517

資産合計 3,153,482 負債・純資産合計 3,153,482



個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項　

（1）資産の評価基準及び評価方法

有価証券

① 市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

（2）固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 定率法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

工具、器具及び備品　　　４～15年

② 無形固定資産 定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

（3）引当金の計上基準

① 貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検

討し回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち

当期の負担額を計上しております。

③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及び退職給付

費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付

債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

（4）収益及び費用の計上基準

　当社グループは、「品質向上のトータルサポート企業」を経営方針に掲げ、ソフトウェアの品質に関わるサービスを提供しており、そ

の契約形態を主に派遣契約、準委任契約、請負契約の３つで認識しております。

　派遣契約は、労働者派遣契約に基づき当社グループのエンジニアをお客様先に派遣し、顧客の指揮命令下でサービスの提供を

行っており、準委任契約は当社グループの指揮命令下において、お客様との契約内容に応じた役務提供を行っております。派遣契

約、準委任契約から生じる履行義務は、契約期間内の労働時間の経過により充足されるものであることから、一定の期間にわたり

充足されるものであると判断しており、契約時間から超過時間および減算時間の調整を実施したうえで収益を認識しております。ま

た、契約によるお客様の締め日が月末日と異なる場合、当該締め日から月末日までの期間の役務提供については、月末日に概算

で収益を認識しております。

　請負契約は、主に当社グループ拠点にてソフトウェア開発を行い、設計書等の成果物をお客様へ納品しております。請負契約か

ら生じる履行義務は、当社グループが顧客との契約における義務を履行することにより、別の用途に転用することができない資産が

生じ、かつ、顧客との契約における義務の履行を完了した部分について、対価を収受する強制力のある権利を有することから、一定

の期間にわたり充足されるものであると判断しており、当該履行義務を充足する際に発生する費用を回収することを見込まれるもの

については、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。履行義務の充足に係る進捗度は、原価総額の見積

りに対する当連結会計年度末までの実際発生原価の割合に基づいて算定しております。また、履行義務の充足に係る進捗度を合

理的に見積もることができないものの、当該履行義務を充足する際に発生する費用を回収することを見込まれるものについては、履

行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることが出来る時まで、原価回収基準により収益を認識しております。

　いずれの契約も、その月に提供した財又はサービスに直接対応する金額を、月次で顧客に請求しており、通常の支払期限は各月

の締め日から概ね30日以内となっており、対価の金額に重要な金融要素は含まれておりません。



２．株主資本等変動計算書に関する注記

（1）発行済株式の種類及び総数

発行済株式数の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式 9,000株 － －株 9,000株

（2）自己株式に関する事項

該当事項はありません。

（3）配当に関する事項

2025年11月28日開催の臨時株主総会おいて次の通り剰余金の処分を決議しております。

　配当財産の種類　 金銭

　配当総額 157,836千円

　効力発生日 2025年11月28日

　剰余金の種類 利益剰余金


